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（はじめに）
　本書のねらいは、「各国ごとの地方制度の理解（タテの比較）によって得られる情報を基にして、各
国横断的な国際比較（ヨコの比較）をすすめ、最終的には我国の地方制度と地方自治の特色を把握し、
さらには地方自治そのものの意義を考察すること」（本書496頁）にある。そのタテの比較のために情
報が提供された国は19ヶ国に及び、ヨコの比較のために用いられた項目（指標）は、4分野（鳥鰍的
な概括、構造面の比較、地方の税財政、地域ガバナンスと政府間関係）にわたり29項目、その細項目
では122項目の多岐にわたっている。著者は、このタテの比較に関する記述を「各国別モノグラフ」と
呼び、ヨコの比較に関する記述を「横断的国際比較」と呼んで、その組み合わせによる比較研究の先
に、「地方自治」に関する一般理論とでも呼ぶべきものを探究することを見据えている（本書7頁）。
本書は、このような野心的なねらいに貢献するための総合的・体系的な地方自治に関する国際比較を
行うことを主眼としていることから、「体系比較地方自治」と名付けられた（本書1頁）。
1　本書の特色
（1）ストーリー性（読み物としての楽しさ）
　著者が、以上のような狙いを持っていることから、本書の記述は、全体が地方自治に関する一般理
論の構築に向け緻密に組み立てられたシナリオとして展開されている。そして、最終的には、英国型
をもって分権的としフランス型をもって集権的とするかっての定説的理解に疑問を提起し、我国の地
方制度を大陸系と英米系との混合（ハイブリッド）型と位置付け、地方自治の法的枠組み、事務配分、
地方自治体の編成と規模、2元代表制、地方の公選職と職員、住民と地方自治、地方税財政制度、中
央による統制等の関与、地域社会と地方自治（地域ガバナンス）の各般にわたりその特色を総括した
上で、我国の地方自治体は、地方民主主義に根拠付けられた政治的正当性を持つ存在である「地域共
同体の政府」たる立場にあると評価している（本書478頁～496頁）。そのうえで、筆者は、本書の成果
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を、地方自治の意義そのものを国際的な比較に立って十分に考察するには至らないと控えめに総括し、
今や我国が諸外国の「モデルたるにふさわしくなるべき時代だ」と提起する。即ち、先入観を脱した
国際比較を行えば、各国とも「混合型」へと移行しているともいえ、我国の現行地方制度が「元祖」
混合（ハイブリッド）型だからこそ、新興国に適合する制度づくりに参考なると期待されるとし、わ
れわれにふさわしいシステムの創造を呼びかけている（本書496頁～499頁）。以上のようなストーリー
は、各国別モノグラフにおける豊富な情報と世界史上の地方制度の伝播過程等をクロス分析する実証
的な国際横断比較に基いて展開されており、地方自治制度を研究する者にとっては、居ながらにして、
地球的規模の地方自治制度の一大パノラマを眺めつつその収敏する方向を推理する楽しさを味わえる
ものであり、これ以上のおもしろい読み物はないと言ってよいであろう。その意味では、約500頁の大
著でありながら、その道の関心者であれば、案外気楽に読み進むことができる分量であるという感想
を受ける。
（2）適確にして豊富な情報（情報の宝庫）
　本書の最大の特徴は、比較可能な情報量の豊かさにある。これまでも、各国の地方自治制度に関し、
国際比較を試みた著作は、いくつか存する。本書は、それらの著作に比し、対象国数、各国ごとの情
報内容等において、圧倒的な情報量を誇ると同時に、各国共通の情報項目を可能な限り揃えていると
いう点で、国際比較・分析を行うための適確な情報をより多く提供しているといえる。その共通項目
としては、地方制度の基本構造、地方自治単位、地方政治・行政の担い手、住民と地方自治（地域ガ
バナンス）、地方税財政、政府間関係を基本的な項目とし、その各基本項目ごとに、例えば、地域ガバ
ナンスについては、住民と地方団体、住民投票、住民訟争とオンブズマン、草の根レベルの地域自治、
非営利部門、地域とメディア等を細項目として、可能な限り各項目ごとの各国情報を揃え、横断的な
国際比較と分析を行う基礎データとしている。このような多数国にわたる共通の体系的情報の提供が
できたのは、これまでの著作がどちらかといえば特定国の情報に詳しい多数の筆者の共著によるもの
が多かったため、国により分野により情報の厚薄や偏在が生じる傾向があったのに対し、本書は単独
の著者による明確な目的意識の下での統一的著述によっていることにある。その意味で本書は、「比
較地方自治の［青報の宝庫」ともいえる存在となっている。それが可能となったのは、ひとえに著者本
人の実務を通じた地方自治への造詣の蓄積と英国留学や自治体国際化協会パリ事務所長という豊富な
国際経験によるものであろうが、著者本人も述懐している（本書10頁）ように、自治体国際化協会の
各海外事務所が積み重ねてきた調査活動の成果も大いに寄与したのではないかと推測される。その意
味では、自治体国際化協会は、我国の地方自治の充実のために重要な役割を果たしており、今後、世
界の地方自治の発展のためにもその存在意義を大いに発揮していくものと期待される。なお、本書で
は、上述の共通項目以外に、各国別の固有情報（連邦制国家における政府間関係、最近の分権改革の
状況等）の提供についても意が用いられており、その点でも豊富な情報量となっていることを付言し
ておく。
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（3）多面的・実証的な比較研究（定説との訣別）
　著者は、本書全体を通じ、多面的・実証的比較を行うことの重要性を指摘し、かつ実践している。
その端的な例が、英国型は住民自治で分権的であり、フランス型は団体自治で集権的であるという定
説型思考の排斥である。このような思考は、主として、英国の地方自治体では住民代表の議会が行政
を執行しているのに対し、フランスでは地方の広域単位（県）に中央政府が任命する地方長官を配し
て後見的自治行政を行っているという見方に根ざすものである。これに対し著者は、英国においては、
そもそも地方自治体の権能は国の各省の法律に基く個別付与方式によるものであり、多種多様な行財
政的統制がロンドンの各省庁から行政分野ごとに直接行われており、そのような個別限定列挙方式を
前提とした「越権行為の法理」による厳格な司法統制も行われている。それに加え、地方自治を保障
する憲法規範がないことから、歴代内閣により自治を巡る法的枠組みが頻繁に改変され、ニュータウ
ン造成、医療、上下水道、河川管理等の重要な公役務が地方公共団体から国の設立した特別行政主体
に剥奪され、近年まで「NPM」「顧客主義」といった新味のある表現を利用した自治体行政への中央の
介入を強化するというアプローチが長年継続し、その結果英国では、地方自治体は「英国社会におい
て不当に低い地位」しか与えられていないと批判されるとしている。そして、英国における地方自治
体は、国から法律で委任された事務を担う地方行政当局（local　authority）にすぎず、中央と対峙する
ような統治主体ではないと結論付ける。これに対し、フランス型では、成文憲法によって地方自治を
一定の範囲で保障しており、地方自治体に包括的権限が付与されており、特に基礎レベルの自治体が
地域社会の自治の主体としての性格を重視され地域政府（community　government）として位置付け
られている。中央集権の象徴と指摘される地方長官の存在も、英国とは比べものにならない多数で多
様な基礎的自治体をそれにより近い広域単位（県）において監督することにより、中央行政と地方自
治行政が相互依存と相互補完の関係とするための仕組みであり、地方長官の存在だけを見て中央統制
の強弱を論じるのは不適当であるとする。なお、フランスの県については、1980年代の分権改革によ
り、地方長官を県の執行機関ではなくし県議会議員で互選する議長を県の執行機関＝首長とすること、
中央による事前の後見監督を法令違反を中心とする事後の行政監督に切り替えること等の改正が行わ
れ、伝統的な地方長官制とは大きく異なる制度となっていることも、詳細に紹介されている。そのう
えで著者は、これらの多面的で具体的な項目ごとに実証的な比較を行い、英国型＝住民自治＝地方分
権という図式的な理解は、実態をステレオタイプ化した判断枠組みの中に押し込めてデフォルメする
無理を生じさせるとし、英国よりもフランスの方が、「地方」が「中央」の意思に従わないという意味
では遥かに「分権的」な実態を示していると断定するのである（本書470頁）。
2　本書の活用法
　このような特色を有する本書であるので、その活用法は多岐にわたると考えられる。著者自身、本
書を書き下ろすに当たって、そもそも比較地方自治を何のために行うのか、それが何の役に立つのか
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ということについて、二つの観点から語っている（本書1頁～6頁）。曰く、1つは学問的な意義であ
り、それは、①他国をより深く理解する、②地方自治を理解する、③我国の地方自治を理解する、と
いう3点に集約されている。今一つは、実用的な意義であり、①我国の地方自治のあり方を考える、
②外国の地方自治にとって有意義な情報を発信する、③外国での生活や仕事を支える、という3点に
集約されている。地方自治への関心度、関心を向ける動機、関心のある内容等は、人により様々であ
るから、人それぞれの立ち位置により、これらの比較地方自治を行う意義の意味を考えて、本書の自
分なりの活用法を心掛ければよいのであり、その意味では、広く多くの読者を獲得する可能性のある
好著であるといえる。しかし、筆者のように、地方自治を教育・研究の対象としている者にとっては、
本書は、その情報量の豊かさと、多面的・実証的比較研究の成果において、必携の書であり、特に、
地方分権と市町村合併が進み、新たに地域主権が叫ばれ、議会と長の関係や住民参加方式の見直し等
が検討されている現状においては、我国の地方自治制度のあり方を考える際の座右の書として活用し
ていくことが望まれるものである。今、その一つの活用例として、本書に基いて、比較地方自治から
みた基礎的地方公共団体の規模と数のあり方についてシミュレーションを試みてみよう。
3　シミュレーション試案：比較地方自治からみた基礎的地方公共団体の規模と数のあり方
（基礎レベル自治単位の先祖返り）
　筆者がシミュレーションの対象としようとしている基礎的地方公共団体は、本書における地方自治
単位（LGUs）のうちの「基礎レベル自治単位」に相当すると考えられる。著者は、これを「我国の市
町村に見合う住民に近接した単位であり、かつ、住民生活の基盤となる基本的な公役務を幅広く供給
する機能を付与された単位」と定義付けている（本書293頁）。そのような意味での基礎レベル自治単
位として、著者は、国ごとに、コミューン（仏）、コムーネ（伊）、ムニシピオ（スペイン）、コミュー
ン（スウェーデン）、ディストリクト他（英）、ゲマインデ（独）、ミュニシパリティ（米）、ミュニシ
パリティ（加）等を挙げ、その数と規模（人口）を比較する。当然のことながら、数と規模は、反比
例する関係にある。上述の国に限れば、数の多い順では、①仏36，565、②米19，429、③独13，854、④
スペイン8，106、⑤伊8，100、⑥加4，066、⑦英433、⑧スウェーデン289となっている。これに対し、1
基礎レベル自治単位当たり平均人口は、多い順に、①英137．6、②スウェーデン30．7、③加7．5、④伊
7．1、⑤独5．9、⑥スペイン4．9、⑦米4．2、⑧仏1．6（単位は全て千人）である。ちなみに、日本は、1，784
市町村で、1市町村当たり平均人口71．6千人となっている（本書297頁）。即ち、日本の市町村は、数
においてスウェーデン、英国に次いで少なく、人口規模において英国に次いで大きい位置にある。英
国もスウェーデンも、基礎レベル自治単位の合併を進めた国として有名であり、フランスは、大革命
当時の基礎レベル自治単位（コミューン）の数と規模をほぼそのまま維持している国として有名であ
る。我国も明治以来、町村合併を繰り返してきており、明治21年の市制町村制施行に併せて行われた
明治の大合併では、大凡3百戸乃至5百戸を以って合併を進めるよう町村合併標準が示され、71，314
を数えた町村が15，820に減少し、昭和30年前後に行われた昭和の大合併では、新制中学校を設置でき
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る程度として最小人口8千人という目安が設定され、9，895市町村が3，975市町村に減少し、近時の平
成の大合併では、3，100市町村が1，727市町村（平成22年3月23日現在）に減少した。前掲の諸国の中
には、スウェーデンのように我国に比し極端に人口の少ない国や、ドイツや米国のように連邦制で単
一共和制の我国と単純比較できない国もあることから、本稿に与えられた誌面の都合上、基礎レベル
自治単位の数と規模の現状で両極端を示す英国又はフランスとの関係でのみ我国を比較すると、我国
は、この一世紀余りの問に、基礎的地方公共団体の数と規模の点では、フランス型から英国型へ向け
て、ひたすら駆け抜けてきた歴史を有するとみることができる。問題は、この歴史を、地方自治のあ
り方という観点からどう評価するかである。
　ある国の基礎レベル自治単位の数や規模を規定する要因としては、国土の広狭や地形、気候等の自
然条件、人口集積や産業構成、生活様式等の社会条件、統治階層数や基礎レベル自治単位の事務、選
挙制度等の後発的政治的要因等、様々な要因が考えられる。最近の我国の市町村合併においては、こ
のうち基礎的地方公共団体の事務の効率的処理に適した規模という要因が専ら取り上げられているよ
うである。しかし、筆者は、ここで、著者が本書で示している諸要因のうちの二つの始原的政治的要
因をあえて取り上げて、基礎的地方公共団体の規模と数のあり方という命題へのアプローチを試みて
みたい。その第一は、自治単位としての最適区域の設定という要因に基く規模の決定である。このア
プローチによる場合は、基礎レベル自治単位の数は、その結果として生ずるに過ぎない。著者によれ
ば、アリストテレスもこの命題に挑戦し、都市国家たるポリスの規模は、過小では自足的足りえない
が、過大だと適切な政治的共同体を持てないとして、結局一目でよく見渡せる程度の範囲内でできる
だけ大きな人口を求めた（本書456頁）。しかし、著者によると、アリストテレス自身、このような最
適規模論は議論することはできるが実行するのは難しいとして、後世に活用される名案は残していな
いとのことであり、著者も、この要因からは、それ以上のアプローチは行っていない。第二は、適切
な政府間関係の確立という要因からのアプローチである。これが、著者の力説するところであり、著
者一流の例えによると、国際的な相場観からみて、「こびと＋ガリバー」型の政府間関係ではなく、規
模の差と相互関係が1対7程度の「こびと＋雪白姫」型の政府間関係が最も有効に協働し合える政府
間関係であるとする（本書464頁）。これによると、仮に道州制を導入するとすると、我国の統治構造
は、1中央政府、7道州、46都府県、300市町村という4層の政府間関係（3層の地方政府）で構成さ
れることとなり、都府県の存在を別にすれば、徳川幕府と300諸侯で構成された江戸時代の幕藩体制を
髪髭とさせる姿にたどり着くこととなる。これが第二の要因に基くシミュレーション結果である。し
かし、筆者としては、自治単位としての最適区域の設定という第一の要因からのアプローチにもこだ
わってみたい。その場合の根拠となる国際的相場観は何かと問われれば、本書でいうところの「草の
根組織（副次的自治単位）」まで含めた住民自治の実態と傾向である。ここでも、本稿の誌面の都合上
という言い訳の下に、本書の草の根組織に関する記述のうち、英仏に関する部分のみを基に述べると、
先ず英国においては、伝統的なパリッシュ（parish）の存在がある。’筆者の独自調査も加味して述べ
れば、パリッシュは、中世イギリス国教会の教区において教会が救貧事業を行っていたものが転じて、
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ディストリクト等の主要な（principal）地方団体とは別の自治単位として法律上認められるに至った
もので、現在は宗教的性格はなく、全国に約1万存在するとされる。パリッシュは、法人格を有し、
公選の議員からなる議会を有し、課税権を有する。その事務は、遊歩道、公衆トイレ、街路灯、公園、
市民菜園、墓地等の設置管理、各種イベントの開催等、市民が自宅の門を出れば直ちに関係するであ
ろう日常的な公共事務に広く及び、また、その地域に関係する開発計画について関係行政当局から協
議を受け意見を述べる。筆者は、昨年大学の配慮により、ケント県のセブンオークス・ディストリク
トに30あるパリッシュのうち、中心部のセブンオークス・タウンカウンシルを訪問する機会を得たが、
同パリッシュは、上記の通常の業務に加え、ディストリクトが運営を持て余した多目的芸術劇場の管
理運営を請け負い、その職員達は、自分達であればその運営を成功させることができると意気軒昂で
あった。近年英国では、このようなパリッシュが地域社会で果たしている役割に対する評価が高まり、
パリッシュ未設置地域での有権者の発議に基くパリッシュの創設制度（本書85頁）に基づき180以上の
パリッシュが新たに創設され、また、2003年に導入された優i良パリッシュ（quality　parish）認定制度
により265のパリッシュがクオリティ・ステータスを認定されている。また、従来パリッシュを設置で
きないとされていたロンドン地域においても、パリッシュを創設できるとする法律改正が行われ、近
くロンドンでのパリッシュ第一号が誕生すると期待されている。次に、フランスにおいては、今も、
約3万6千のコミューンが存在し、住民生活の基盤となる公役務についての一般的な権限を付与され、
基礎的地方公共団体としての役割を果たしている。コミューンの歴史も中世に遡り、都市部では古く
からの1呼称であるが、農村部ではパロワス（paroisse）と呼ばれる教区（村落共同体）を基に形成され
たものである（本書411頁）。即ち、フランスでは、草の根自治組織がそのまま基礎的地方公共団体と
して根付き、往時の区域と規模を維持したまま、住民に必要な公共サービスを提供しているのである。
もっとも、フランスにおいても、地方都市を中心に公共交通、水系管理等の分野で多様な広域共同処
理の仕組みが導入されているが、基本的な自治の単位は、住民の居住区域（集落）をベースにした自
治単位としての最適規模によって設定されているのである。フランス人は、これを自己が帰属する教
区で聞こえる「鐘楼の鐘の精神」（esprit　de　clocher）と誇らしげに用いる（本書412頁）。こうしてみる
と、基礎レベル自治単位の再編を進め、世界最大の規模と最小の数の基礎レベル自治単位を擁するに
至ったと見える英国においても、その実は、住民の日常的需要に応ずるための副次的自治単位である
パリッシュが自治単位としての最適規模をもって多数存在し、その最適規模は、フランスのコミュー
ンと同じく、住民の生活共同体である教区の区域に淵源を有していたこととなる。しかも、英国では、
そのパリッシュの充実と育成の政策がとられ、主要な（principal）地方団体に近付いていくように観
察される。それは、基礎レベル自治単位の規模と数について、英国型がフランス型に収敏していくこ
とを意味する。翻って我国の状況を見ると、明治以来の市町村合併の推進の中で、市町村の規模の拡
大に対応する従前の地域共同体（草の根の自治組織）に対する施策は、希薄であった。わずかに、財
産区が、江戸時代の町村（旧財産区）や昭和以前の旧市町村（新財産区）の面影を残す程度である。
しかし、近年に至り、住民自治の強化という観点から漸くその必要性が認識されるようになり、地縁
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による団体（所謂「自治会、町内会等」）に対する法人格付与制度の導入（平成3年）、地域自治区制
度の創設（平成16年）等の法改正が行われてきている。このような、英国や我国の傾向を見ると、基
礎レベル自治単位の広域再編が進みその規模が拡大していくと、必然的にその内部に住民の居住区域
をベースにした新たな基礎レベル自治単位の創設の機運が生じ、それが制度化されていくという歴史
的な循環（先祖返り）があるように観察される。これは、アリストテレスが喝破したように、一目で
よく見渡せる範囲内で自らを治める共同体の規模を決めるのが最も人間の本性に適するという法則
（帰先遺伝子）に基づくものであり、民主的自己統治の欲求がもたらす自然な帰結であるように考えら
れる。そうであるとすると、基礎レベルの自治単位としては大きくなりすぎた基礎的地方公共団体は、
必然的に先祖返りするものであるという歴史認識（一般理論）の下に、今後は、市町村合併に併行し
て、狭域単位の自治組織の育成のための政策を充実させていくことが、我国の地方自治、とりわけ住
民自治の強化のために必要となると考えられる。その際の、狭域自治組織の適正規模についての基本
理念は、フランス流の情緒的表現を使うとすれば、「鎮守の社の祭離子が聞こえる範囲」というのが我
国にふさわしい基礎レベル自治単位ということになる。それでは約7万の江戸時代の町村を復活せよ
ということになるのかというとそうではなく、そのような基本理念を踏まえつつ、現実には、明治の
大合併以来百数十年を経て地域共同社会の規模自体が大きな変化を遂げている現状に鑑み、財産区の
数（平成19年で6，658）と区域等、法人格を有する地縁による団体の数（平成14年で22，050）と規模等、
最近における地域自治区の区域の設定の傾向等の状況を踏まえ、地域社会の実情に合致した狭域自治
組織の規模と数を想定する必要があるであろう。以上が、第一の要因に基く中間的シミュレーション
結果である。
（おわりに）
　このように、本書は、その有する豊富な比較可能な情報と類稀なる地方自治に関する比較洞察に基
き、比較地方自治の世界に新たな地平を切り開くとともに、暫し、読者を比較地方自治のユートピア
の世界に誘ってくれる名著であり、同好の士に広く活用をお勧めする次第である。なお、これは書評
の域を越えることであるが、我国のこれまでの狭域自治組織に関する施策は、一貫性がなく、例えば、
財産区は存立目的が限定されており、地縁による団体は行政組織とはされておらず、地域自治区は法
人格も議会もない等、いずれも地域自治組織としては中途半端な仕組みとなっている。今後、我国の
これらの狭域自治組織については、住民自治の強化のため、イギリスのパリッシュやフランスのコ
ミューンを参考に、法人格と議会と課税権と一般的事務処理権限を有する自治単位として再編統合す
る方向で見直していくことが是非必要であるということを、付言させていただきたい。
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